
（平成２２年７月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡国民年金 事案 1162                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年４月から 60年３月までの期間及び 61年４月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 57年４月から 60年３月まで 

          ② 昭和 61年４月から同年９月まで 

結婚するまでの国民年金保険料は納付していなかったが、申立期間①は、

長男が生まれた昭和 57年ごろ、自治会長から保険料を納付するように強く

勧められたので、毎月集金に来ていた自治会長に保険料を預けて納付して

いた。 

また、申立期間②は、夫の保険料と一緒に金融機関で納付していたはず

なので、申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚前は国民年金保険料を納付しておらず、長男が生まれた時

の前後に自治会長の強い勧めにより納付を開始し、１年ぐらいは自治会長の

集金で、それ以降は、申立人が夫婦分一緒に金融機関で納付していたと述べ

ているところ、申立期間当時、申立人が記憶する人物が自治会長であったこ

とや、その夫の保険料も申立期間①及び②を含み、すべて納付済みとされて

いることが確認できる。 

また、申立期間①については、当時、申立人が居住していた市の広報誌等

から、同市内には自治会単位での保険料の納付組合が存在し、代表者（自治

会長等）が市から納付書を預かり、保険料を集めて最寄りの市指定金融機関

に納付を行っていたことなどが確認できる。 

さらに、申立期間②については、６か月と短期間である上、申立人は申立

期間後の自身の保険料に未納は無いとともに、申立期間の保険料の納付の契

機や申立期間①及び②の間の免除の経緯等に係る申立人の主張は具体的であ



  

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

静岡国民年金 事案 1163                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの期間、50 年１月から同年 12 月

までの期間及び 51年４から同年７月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 49年１月から同年３月まで 

② 昭和 50年１月から同年 12月まで 

③ 昭和 51年４月から同年７月まで 

国民年金保険料を納付していたにも関わらず、催告状が送られてきたこと

が数回あった。しかし、保険料を納付しなかったことは無いので、申立期間

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は合わせても 19 か月と比較的短期間であり、申立人は、昭和 46

年 10月から国民年金に任意加入し、国民年金加入期間に係る国民年金保険料

をすべて納付している。 

また、申立期間の前後の期間は納付済みとされており、保険料の納付にも

遅れは見られないことなどから、申立期間の保険料が未納とされているのは

不自然である。 

さらに、申立人は、申立期間①の保険料は市の集金で納付し、申立期間②

及び③の保険料は、市役所又は銀行で納付したと述べているところ、これら

の納付方法は申立人が居住していた各市における保険料の納付方法と一致し

ており、申立内容に不自然さはうかがえない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1164                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年 10月から 50年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 50年３月まで 

20 歳到達時、役場から国民年金の加入についての文書が送付されてきた。

役場へ赴いた際に「国民年金の加入は任意であるが、加入しないと障害と

なった場合に障害年金が出ない。」と言われて国民年金に加入した。兄が

私を含め家族４人分の国民年金保険料を納付していたので、申立期間が未

納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、申立人の兄が家族４人（申立人のほか、申

立人の母、兄及び義姉）の国民年金保険料を納付していたと述べているとこ

ろ、その兄も、申立人が婚姻するまで、申立人の保険料を家族の分と併せて

納付していたとしている。 

また、申立人以外の３人の家族は保険料の未納は無い上、申立人の母は国

民年金制度発足時から国民年金に任意加入しているほか、申立人の国民年金

加入期間のうち、その兄が納付していたとみられる期間の大半は保険料が前

納されており、その兄も、国民年金加入期間の大半について保険料を前納し

ていることが確認できるなど、国民年金に対する関心が高い家庭であったこ

と、及び申立人の兄の保険料の納付意識が高かったことがうかがわれる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 11 月に払い出され

ており、これ以外に別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないこと

から、このころ国民年金加入手続を行ったものとみられるが、この時点では、

申立期間の一部（昭和 48年 10月から 50年３月まで）は過年度納付が可能で

あり、申立人の兄は、役所から来た請求書等は納付しなければならないとい



  

う意識で確実に払っていたとしており、上記のとおり納付意識が高かったこ

とを踏まえると、過年度納付が可能であった 48年 10月から 50年３月までの

保険料について納付していたとしても不自然ではない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和 44 年９月から 48 年９月までの期間に

ついては、前述の加入手続時点では既に時効により納付することができなか

ったと考えられ、申立人の兄から聴取しても特例納付を行ったことまでうか

がえず、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがえる周辺事情

も見当らない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48年 10月から 50年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



  

静岡国民年金 事案 1165                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

私は、近所のお年寄りから「年金はありがたい」、「年金は大事だ」な

どの言葉を耳にしており、親からも年金の大事さを重々聞かされていたこ

とから、国民年金の任意加入手続をしたにもかかわらず、途中で資格を失

う手続をしたとされている理由が分からず、思い当たる節も無い。申立期

間は保険料を納付しており、昭和 61年４月から第３号被保険者になったと

考えているので、未加入とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51年７月に国民年金に任意加入してから、申立期間以外は

国民年金保険料をすべて納付しており、60 歳以後も任意加入して保険料を納

付している。 

また、特殊台帳（マイクロフィルム）及びオンライン記録から確認できる

限り、申立人は昭和 52 年度から申立期間直前の 59 年度まで保険料を毎年、

前納している上、ほかの加入期間も、同様に大半の期間は前納していること

から、申立人の保険料の納付意識は高いことがうかがわれる。 

さらに、申立人は申立期間の前後を通じて、住所変更や家庭状況に大きな

変化は認められず、保険料を納付できる経済状況であったことが推認できる

上、申立人は、昭和 61年４月に国民年金第３号被保険者となる際に、申立人

の夫から保険料の納め忘れ等があってはいけないとした内容の言葉を掛けら

れたと述べているところ、その夫も、そのようなやりとりをした覚えがある

としていることから、60 年４月１日付けで資格喪失を申し出たとされている

ことは不自然である。 



  

加えて、申立期間は 12か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 28年６月５日から 36年７月１日まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申

立期間については脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、

脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約１年１か月後の昭和 37 年７月 23 日に支給決定されたこととなっており、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿、厚生年

金保険被保険者台帳及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変

更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請

求されたものと考えられるが、申立人は昭和 36 年５月＊日に婚姻し、改姓し

ていることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は申立期間の脱退手当金が支給決定されたこととなっている

時期から間もなくして国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していること

を踏まえると、当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

静岡厚生年金 事案 1114 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、申立期間①について、事業主は、申立人が昭和 19 年８月

４日に船員保険被保険者の資格を取得し、20 年９月 20 日に資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立人

の船員保険被保険者の資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、１万 2,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年８月４日から 20年９月 20日まで 

（船舶所有者Ａ Ｂ船舶） 

             ② 昭和 20年 12月 18日から 21年４月 18日まで 

（船舶所有者Ｃ Ｄ船舶） 

             ③ 昭和 21年９月 25日から同年 11月 13日まで 

（船舶所有者Ｅ Ｆ船舶） 

社会保険事務所に年金記録の照会をしたところ、船員保険被保険者記録の

うち、申立期間①、②及び③について確認ができなかった。 

船員手帳に記載されていることから、申立期間①、②及び③を船員保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、船舶所有者Ａの船員保険被保険者名簿において、申立

人と生年月日が一部相違しているものの、申立人の旧姓と同姓同名で、基礎年

金番号に統合されていない船員保険被保険者記録が確認でき、当該記録は、昭

和 19 年８月４日に被保険者資格を取得し、資格喪失日の記載がされていない

ことが確認できる。 

また、申立人の所持する船員手帳により、船舶所有者ＡのＢ船舶の雇入年月

日は昭和 19 年８月４日、雇止年月日は 20 年９月 20 日であることが確認でき



  

る。 

さらに、前述の船員保険被保険者名簿には、船員手帳の番号を記載する欄が

設けてあり、上述の未統合記録に記載された船員手帳の番号は、申立人が所持

する船員手帳の番号と一致していることが確認できる。 

加えて、船舶所有者ＡのＢ船舶に乗船していた複数の同僚は、「申立人と一

緒に乗船し、一緒に下船した。」と証言しており、当該同僚の船員保険被保険

者記録を確認したところ、昭和 20 年９月 20 日に資格を喪失していることが確

認でき、申立人が所持する船員手帳の雇止年月日と一致している。 

これらを総合的に判断すると、当該記録は申立人に係るものであると確認で

き、船舶所有者Ａは、申立人が昭和 19 年８月４日に船員保険の被保険者資格

を取得し、20 年９月 20 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行っ

たことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44 年 12 月６日法律第 78 号）附則第３条の規定

に準じ、１万 2,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②について、申立人が提出した船員手帳から、申立人が船舶

所有者ＣのＤ船舶で雇用されていたことは推認できる。 

しかし、船舶所有者Ｃの船員保険被保険者名簿から、当該船舶所有者は、複

数の船舶を所有していたことが確認でき、申立人が所持する船員手帳から確認

できる船長及び申立人が当該船舶所有者のＤ船舶に一緒に乗船していたと記憶

する複数の同僚の被保険者記録を確認したところ、いずれも昭和 21 年４月１

日に船員保険の被保険者資格を取得していることが確認できるものの、当該船

長及び同僚が乗船していた船舶の名称までは確認ができなかった。 

また、船舶所有者Ｃは、既に船員保険の適用事業所でなくなっており、事業

主の連絡先が判明せず、船長も既に死亡し、申立人が記憶する同僚も死亡ある

いは証言ができない状況であることから、当時の勤務状況及び船員保険の加入、

保険料控除について確認することができなかった。 

申立期間③について、申立人が所持する船員手帳から、申立人が船舶所有者

ＥのＦ船舶で雇用されていたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録において、船舶所有者ＥのＦ船舶で申立人が記憶す

る船長及び同僚の船員保険被保険者記録を確認したが、申立期間③当時、船員

保険の被保険者となっていたことは確認ができない。 

また、オンライン記録から、上述の船長、同僚及び船舶所有者Ｅは、既に死

亡していることから当時の勤務状況及び船員保険の加入、保険料控除について

確認することができなかった。 

さらに、船舶所有者Ｅの遺族に照会したところ、「当時の資料は保存してい

ない。当時の状況は分からない。」と回答している。 

このほか、申立期間②及び③における船員保険料の控除について確認できる



  

関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間②及び③に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1115 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 28 年７月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 7,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月１日から 28年７月 15日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、

昭和 27 年 10 月１日以降の加入記録が無いことが分かった。Ａ事業所が倒産

するまで、ほかの同僚と一緒に自分も勤務していたので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の元同僚は、「自分は会社の倒産を機に退職した。そのころ８人ぐ

らいの従業員がおり、その中に申立人もいたと思う。」と証言しており、当該

事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人が倒産時まで一

緒に勤務していたとして氏名を挙げた当該元同僚を含む複数の元同僚は、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日と同日の昭和 28 年７月 15

日に厚生年金保険の資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人は、「Ａ事業所がまだ営業していたときに社長は死亡し、専務

から会社を閉める旨の説明があった。」と主張しており、当該主張の内容は複

数の元同僚の証言と一致している上、Ａ事業所の閉鎖登記簿謄本によれば、当

該事業所は昭和 28年７月 31日に解散していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ事業所に継続

して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

27年９月の社会保険事務所の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、Ａ事業所は既に解散しており、事業主の所在も不明であり、こ

れを確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、行ったとは認められない。 



  

静岡厚生年金 事案 1116 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①の船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにおける

資格取得日に係る記録を昭和 29 年３月 13 日、資格喪失日に係る記録を同年５

月 17 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 4,500 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年３月 13日から同年５月 17日まで 

             ② 昭和 39年７月 20日から同年９月１日まで 

ねんきん特別便を確認したところ、申立期間①及び②について、船員手帳

の記載と相違している。 

船員手帳の写しを提出するので、申立期間①及び②を船員保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が所持する船員手帳により、船舶所有者ＡのＢ

船舶で昭和 29 年３月 13 日に雇入れ、同年５月 17 日に雇止めの記録が確認で

きる。 

また、申立期間①当時、船舶所有者ＡのＢ船舶に乗船し、申立人と同じ甲板

員であった複数の同僚は、申立人と一緒に勤務していたことを証言しており、

これら複数の同僚は、いずれも申立期間において船員保険の被保険者記録が確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、船舶所有者

ＡのＢ船舶に勤務し、船員保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人が提出した船員手帳の



  

記録から 4,500円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、仮に、

事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、

被保険者資格喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会にお

いても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録していない。これは通常の事

務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

29 年３月及び同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②について、申立人が所持する船員手帳から、船舶所有者Ｃ

のＤ船舶で雇用されていたことは推認できる。 

しかし、申立期間②当時、船舶所有者ＣのＤ船舶で勤務していた同僚は、

「申立人が勤務していたことは記憶している。しかし、申立期間②当時に乗船

していたかどうかは覚えていない。」と証言している。 

また、オンライン記録から、Ｄ船舶の船長は既に死亡しており、証言を得る

ことはできなかった。 

さらに、船舶所有者Ｃは、既に船員保険の適用事業所でなくなっており、船

舶所有者Ｃの役員だった者は、「当時の資料は廃棄したと思う。」と証言して

いる。 

このほか、申立期間②における船員保険料の控除について確認できる関連資

料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間②に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1117 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①の船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の船舶所有者Ａにおける

資格取得日に係る記録を昭和 34 年８月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を２万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の船員保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年８月 31日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 35年３月 31日から同年４月８日まで 

社会保険事務所（当時）に船員保険の加入記録について照会したところ、

申立期間①及び②について船員保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

たが、当該期間も船舶所有者ＡのＢ船舶で継続して勤務していたので、申立

期間①及び②を船員保険の被保険者期間として認めてほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された船員手帳及び当該期間に船舶所

有者Ａでの船員保険の加入記録がある複数の元同僚の証言から判断すると、申

立人は、当該船舶所有者に昭和 34 年８月 31 日から勤務し、当該期間に係る船

員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の船舶所有者Ａにおけ

る昭和 34 年９月の社会保険事務所の記録から、２万 6,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、船舶

所有者Ａは既に船員保険の適用事業所でなくなっている上、事業主も亡くなっ

ているため、これを確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



  

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②について、申立人は、当時の状況を具体的に記憶している

ものの、申立人から提出された船員手帳により、申立人の船舶所有者Ａでの雇

止年月日は昭和 35 年３月 29 日、船舶所有者Ｃでの雇入年月日は同年４月７日

となっていることが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録から、船舶所有者Ａは、昭和 35 年３月 31 日に

船員保険の適用事業所でなくなっていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録から、申立人と同様に船舶所有者Ａでの資格喪失日

が昭和 35 年３月 31 日で、船舶所有者Ｃでの資格取得日が同年４月８日となっ

ていることが確認できる元同僚は、「当時は、個人所有だった船舶所有者Ａを

組合にして船舶所有者Ｃに名称を変えた時期であり、この間、陸に上がってい

たと思うが、船員保険に加入していたかどうかは分からない。」と述べており、

申立期間②当時の船舶所有者Ａでの船員保険の適用、船員保険料の控除につい

て証言を得ることはできなかった。なお、船舶所有者Ｃの船員保険被保険者名

簿では、申立人を含めた 40 人近くの者が同年４月８日に被保険者資格を取得

していることが確認できる。 

加えて、船舶所有者Ａは船員保険の適用事業所でなくなっており、事業主も

死亡していることから、申立人に係る申立期間②当時の船員保険の適用、船員

保険料の控除について関連資料及び証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間②における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間②に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年 12 月 21 日から 51 年７月１日までの

期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記録を 51

年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 50 年 12 月から 51 年３月ま

では９万 2,000 円、51 年４月から同年６月までを９万 8,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 12月 21日から 52年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したとこ

ろ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得

た。 

申立期間において、Ａ事業所に勤務しており、一部期間であるが給与明細

書も提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 50 年 12 月 21 日から 51 年７月１日までの期間につい

て、複数の同僚が、申立人は 50 年 12 月 21 日以降もＡ事業所に継続して勤務

し、職種、職位等に変更がなかったと証言しており、また、申立人は、昭和

51 年４月、同年５月及び同年６月のＡ事業所の給与明細書を所持しており、

当該給与明細書において、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

ことから、申立人は、Ａ事業所に 51 年６月 30 日まで継続して勤務し、当該期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、昭和 50 年 12 月から 51 年３月までの標準報酬月額については、申立



  

人に係るＡ事業所における昭和 50 年 11 月の社会保険事務所の記録から９万

2,000 円とし、51 年４月から同年６月までの標準報酬月額については、申立人

が所持する給与明細書における厚生年金保険料控除額から９万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、当時の事業主も既に

死亡しており、これを確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 51 年７月１日から 52 年４月１日までの期間に

ついて、申立人が提出した母子手帳における仕事を辞めた時期に係る記載事項

及び同僚の証言から、当該期間内に申立人がＡ事業所に勤務した期間があった

ことがうかがわれるが、申立人がＡ事業所を退職した時期に係る関連資料や証

言を得ることはできなかった。 

また、申立人は当該期間に係る給与明細書等の保険料控除額が分かる資料を

所持しておらず、上述のとおりＡ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、当該期間に係る

厚生年金保険の適用、保険料控除について関連資料や証言を得ることはできな

かった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 
 
 



  

静岡厚生年金 事案 1119 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、平成

５年６月における標準報酬月額を 18万円に訂正することが必要である。 

申立期間②について、申立人のＡ事業所における資格喪失日は、平成７年４

月 25 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成５年７月から７年３月までの標準報酬月額については、18 万円

とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年６月１日から同年７月 31日まで 

② 平成５年７月 31日から７年４月 25日まで 

申立期間①について、Ａ事業所における厚生年金保険の標準報酬月額が、

遡
さかのぼ

って８万円に減額訂正されていることが分かった。当時の給料総支給額

は 18 万円くらいだったと記憶しているので、訂正前の標準報酬月額に訂正

してほしい。 

申立期間②について、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ事業所

での厚生年金保険の加入記録が、平成５年６月１日から同年７月 31 日まで

の期間となっているが、７年４月に社会保険の被保険者資格を喪失するまで、

社会保険料を控除されていたと記憶しているので、申立期間について厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

                               

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の当該期間に係る標

準報酬月額は、当初、18 万円と記録されていたところ、Ａ事業所が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった日（平成８年５月 31 日）以降の平成８年６

月４日付けで、５年６月の標準報酬月額が８万円に遡って訂正処理されている

ことが確認できる。 

また、Ａ事業所の商業登記簿謄本から、申立人は、当該事業所の役員ではな



  

かったことが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間当時は、当該事業所の給与事務及び社会保険事

務を行っていた事務所とは別の場所に勤務していたとしている上、オンライン

記録によると、当該遡及
そきゅう

訂正処理が行われた平成８年６月４日には、申立人は

別の事業所において被保険者資格を取得していることが確認できることから、

申立人は当該標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理に関与していなかったことが認めら

れる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂正処

理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間①における厚生年金保険の標準

報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に

係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 18 万円に訂正

することが必要であると認められる。 

申立期間②について、申立人が提出した申立人の預金通帳の写しから、申立

人が申立期間②においてＡ事業所に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は、Ａ事業所が厚生年金保険の適用

事業所ではなくなった日（平成８年５月 31 日）以降の平成８年６月４日付け

で、遡及
そきゅう

して５年７月 31 日に被保険者資格を喪失したとする処理が行われて

いることが確認できる。 

また、Ａ事業所における複数の同僚についても、申立人と同様に平成５年７

月 31日付けで、資格喪失日の遡及
そきゅう

処理が行われていることが確認できる。 

さらに、申立人は、「病院に入院するため、当該事業所に平成７年５月ごろ

まで勤務したが、社長から、事業所として社会保険を脱退するという説明があ

ったため、国民健康保険に切り替える手続をした。遡って脱退するとの話はな

かった。」と主張しているところ、Ｂ市Ｃグループの担当者は、「申立人は、

平成７年４月 25 日から国民健康保険に加入している。申立期間当時、事業所

から発行された脱退連絡票等の書類により、健康保険及び厚生年金保険の被保

険者資格喪失日を確認して、国民健康保険加入の処理をしていた。」と述べて

いる。 

加えて、オンライン記録によれば、申立人は、国民年金についても、平成７

年４月 25 日に第２号被保険者からの移行により国民年金の被保険者資格を取

得したことが記録されており、同年４月分から国民年金保険料を納付している

ことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年７月 31 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、７年４月 25 日

であると認められる。 

なお、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、18万円とすることが妥当である。 



  

静岡国民年金 事案 1166                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年５月から 15 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年５月から 15年９月まで              

平成 15 年 12 月に会社に年金手帳を提出したところ、基礎年金番号の重

複と国民年金保険料が全く納付されていないことを知らされた。平成 16

年２月に社会保険事務所（当時）で調べてもらった際も、同じ答えであっ

たが、通帳も無く、記録も無いということで門前払いとなった。２年間

（平成 14 年１月から 15 年 11 月まで）の保険料はさかのぼって納付でき

ると言われ、払込みが重複していることが確認できれば、重複分は還付さ

れるとのことであったので、とりあえず２年分払い込んだが、個人事業を

始めるに当たり、平成２年６月ごろに国民年金に加入し、銀行口座振替に

した確かな記憶はあるため、申立期間が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、個人事業を始めるに当たり、平成２年６月ごろに国民年金に加

入したと述べているが、申立人は、15 年 12 月に厚生年金保険被保険者とな

ったことを契機として、さかのぼって申立期間に係る国民年金被保険者資格

を取得していることが確認できる上、申立人に対し国民年金手帳記号番号が

払い出されていた形跡も見当たらないことから、申立期間当時、国民年金に

加入していたことがうかがえない。 

また、現在確認できる平成 12 年分及び 13 年分の確定申告書の写しを見る

と、社会保険料控除欄に国民年金保険料に係る記載が無く、計上された金額

からも国民年金保険料が含まれていたことがうかがえない。 

さらに、申立人は、口座振替により保険料を納付していたと述べているが、

申立人の預金口座の取引履歴からは、申立期間の保険料が口座振替で納付さ



  

れたことが確認できず、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1167（事案 368の再申立）                  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年７月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から 50年３月まで 

私は、20歳になった昭和44年に国民年金に加入し、母親と一緒に郵便局

に行き、そこで２回ぐらい、自分と母の国民年金保険料を母が納付した。 

実家を離れてからは、実家の母の元に届く納付書で保険料を納付し、そ

の後47年から50年までの期間は、当時の夫の分の保険料と一緒に近くの金

融機関で納付した。母及び元夫が納付済みとなっているのに、申立期間が

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る当初の申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金

手帳記号番号は昭和 50 年３月４日に払い出されており、ほかに申立人に対

し別の同記号番号が払い出されたことはうかがえないことから、このころ申

立人は、初めて加入手続を行ったものとみられ、同手続までは未加入であっ

たことになるため、国民年金保険料を納付することはできなかったとみられ

ること、ⅱ）申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納

付方法についての記憶はあいまいであり、申立人の申立期間当時居住する市

においては、昭和 47 年度まで印紙検認納付方式が採られていたことが、市

の広報から確認できることから、申立人の主張する方法で保険料を納付する

ことができたとは推認し難いこと等から、既に委員会の決定に基づき平成 20

年８月 21 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は申立期間の保険料納付を示す資料として、新たに申立人が

申立期間の保険料を納付したことを証する旨を申立人の姉及び弟が記した書

面を提出しているほか、申立人の母及び元夫の申立期間における保険料が納

付済みであることを判断の要素として加味するように主張しているが、申立



  

人の親族の保険料の納付状況に関しては当初の決定においても勘案している

ところであり、これら今回の申立人の提出資料及び主張は委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められず、ほかに委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年７月から同年９月まで 

私は、勤務先を退職後、実家のある町へ住所を移転し、次の職を探す間、

失業保険を２か月間受給した。この間、同町の役場から国民年金保険料納

付書兼領収書が実家へ送付されてきたので、これにより保険料を納付した

と記憶している。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年６月の会社退職時に国民年金加入手続を行ったと述べ

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、６年９月 16 日の転居以降に

払い出されたものと推認でき、これ以外に申立人に対し別の同記号番号が払

い出されたこともうかがえないことから、申立人は同日以降に初めて国民年

金加入手続を行ったものとみられる。このことから、申立人は申立期間当時

は国民年金には未加入であったことになり、国民年金保険料を納付すること

はできなかったと考えられる。 

また、申立人が所持する年金手帳には申立期間に係る国民年金被保険者資

格の記載が無いほか、「初めて被保険者となった日」欄には平成６年８月 16

日と記載されており、オンライン記録上、申立期間が未加入とされているこ

ととの矛盾も無い。 

さらに、申立人が保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、日記

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1169                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年 12 月から 45 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月から 45年８月まで              

私は、厚生年金保険に加入していた会社を退職した後、国民年金に加入

し、妻が町内会長の集金により夫婦分の保険料を納付していたので、申立

期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付を行

っていたとする申立人の妻は、申立期間は、町内会長の集金により夫婦分の

保険料を納付していたと述べているが、申立人が当該町に転居したのは申立

期間終期の２か月前の昭和 45 年７月であり、同町内会長の集金により申立

人の申立期間の保険料を納付することができたのは同年同月及び同年８月の

２か月分のみとなることから、申立人の妻の申立期間の保険料の納付に係る

記憶とは大きく異なる上、申立期間における納付金額の記憶も無く、転居前

の期間における居住地での保険料納付に関する記憶もあいまいである。 

また、申立人の妻の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは昭和 45 年

７月であり、このころ、申立人の妻は国民年金加入手続を行い、43 年１月ま

でさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したものとみられることから、

同手続を行うまで申立人の妻は国民年金には未加入であったことになる上、

申立人の妻の所持する領収証書により 44 年４月から 45 年３月までの保険料

を同年 12 月に過年度納付したことが確認できるなど、申立人の妻が夫婦分

の保険料を一緒に納付していたことも考え難い。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間は未加入期間とされており、

申立人の所持する国民年金手帳にも申立期間に加入手続を行った形跡は無く、

申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこともうかがえな



  

い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1170                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から同年９月まで 

私が、60 歳を過ぎたころだと思うが、友人に年金の確認をした方が良い

と言われて、役場に問い合わせをした時には、昭和 38 年４月から保険料

を納付してあると言われた。その後、年金の問題が報道されてから、再度、

社会保険事務所（当時）に問い合わせをして調査してもらったが、その時

は、６か月間の未納があるとの説明を受けた。国民年金の加入手続及び保

険料納付等は、すべて母がしてくれていたので、私の記憶には無いが、国

民年金手帳に記載されている資格取得日も昭和 38 年４月１日になってい

るので、申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に

直接関与していないことから、明確な記憶は無いとしている上、加入手続及

び保険料納付を行ったとする申立人の母親は既に他界しているため申立期間

の状況は不明である。 

また、申立人は、自身の国民年金手帳に資格取得日として昭和 38 年４月

１日と記載されていることから、このころから保険料を納付したのではない

かと述べているところ、同手帳に記載される資格取得日は必ずしも同時点か

ら保険料の納付があったことを意味するものではない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 40 年 10 月に払い出されて

おり、申立人に対し別の同記号番号が払い出されたこともうかがえないこと

から、このころ 38 年４月までさかのぼって国民年金の被保険者資格を取得

する手続が行われたものと推測されるが、同手続時点では申立期間の保険料

は既に時効のため納付できなくなっていたとも考えられる。 



  

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1120 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 30日から 36年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。申立期間はＡ事業所の

非常勤職員として勤務していたが、同時期に入社した同僚は、非常勤職員の期

間に厚生年金保険の記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の職務内容に係る申立人の詳細な記憶及び同僚の証言から、申立

人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたことを推認することはできる。 

しかし、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が、

昭和 35 年２月 18 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年３月 30 日に

同資格を喪失したことが確認できる。 

また、Ｂ事業所（Ａ事業所の継承事業所）の総務課担当職員に照会したところ、

「昭和 53 年度以前の資料はすべて廃棄されているため確認できない。しかし、

申立期間当時は、厚生年金保険の加入について各Ｃで判断していた。当時の判断

基準は明らかでないものの、厚生年金保険に加入していない者から厚生年金保険

料を控除することはないと思われる。」との回答を得た。 

加えて、申立人と同じ課に配属されたとする同僚は、非常勤職員として勤務し

たとする期間について、厚生年金保険の記録が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1121 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者又は船員保険被保険者と

して、厚生年金保険料又は船員保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月 30日から 39年４月 20日まで 

② 昭和 39年 10月 27日から 40年２月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険及び船員保険の加入記録を照会した

ところ、申立期間①及び②について、厚生年金保険又は船員保険に加入してい

た事実は無い旨の回答を得た。しかし、当該期間、Ａ船舶所有者、Ｂ船舶に継

続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者又は船員保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、Ａ船舶所有者、Ｂ船舶に継続して勤務

していたと主張している。 

しかし、オンライン記録によると、申立人は、昭和 38 年 10 月 30 日にＡ船舶

所有者、Ｂ船舶の船員保険の資格を喪失し、39 年４月 20 日に資格を取得し、同

年 10 月 27 日に資格を喪失した後、40 年２月１日に資格を取得しており、Ａ船舶

所有者、Ｂ船舶において船員保険の被保険者記録が確認できる船長以下多数の船

員が、申立人に係る前述の記録とほぼ一致して資格を喪失し、資格を取得してい

ることが確認できる。 

また、申立期間当時の事業主の娘は、「申立期間①及び②は休漁期であり、Ｂ

船舶で、当該期間に船員保険に加入する者はいなかった。」と証言している。 

なお、上述の事業主の娘及びＢ船舶の申立期間当時の機関長は、「申立人は、

船員ではないが、水揚作業を手伝うことがあったため、事業主が事故を心配して

船員保険に加入させたのではないか。」と証言している。 

さらに、オンライン記録により、Ｂ船舶名の厚生年金保険の適用事業所は見当



  

たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料又は船員保険料

控除について確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者又は船員保険被保険者として、申立期間①及び②に係

る厚生年金保険料又は船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1122 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 11月１日から 37年１月５日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。しかし、Ａ事業所には

昭和 34 年 11 月１日から勤務しているため、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言により、申立人は申立期間中にＡ事業所で勤務していたこと

はうかがえる。 

しかし、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人は、昭和

37 年１月５日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、申立人の資格取得

日と同日に被保険者資格を取得している者は、申立人を当該事業所に紹介したと

する先輩を含む４人であることが確認できる。 

また、申立人は、「自分と一緒に入社した者はおらず、一人だった。」と述べ

ており、複数の同僚は、前述の４人について、「申立人より早い時期に別々に入

社している。」と証言していることから、Ａ事業所では、従業員を入社と同時に

厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

さらに、Ａ事業所の当時の事業主は既に死亡しており、当時の資料は無く、当

該事業所における厚生年金保険の適用、保険料控除の状況について確認すること

はできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 10月 19日から同年 12月８日まで 

（Ａ事業所） 

             ② 昭和 59年４月１日から同年７月１日まで 

（Ｂ事業所） 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、

申立期間①及び②について、厚生年金保険に加入していた事実は無いとの回答

を得た。いずれの事業所でも営業正社員として働いているので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｃ事業所（破産したＡ事業所の人事記録を保管している

事業所）が管理している申立人に係る記録から、申立人は申立期間において、Ａ

事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｃ事業所の事務担当者は、「申立人に係る情報は入退社日のみであり、

社会保険加入手続の事務について確認することはできない。」と回答している上、

Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることから、申立期間

における厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況について確認できる関連資料

及び証言を得ることはできなかった。 

また、複数の同僚に聴取したが、申立人のことを記憶している者はおらず、申

立てに係る事実を確認できる証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は確認ができない。 

なお、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭和 51 年７

月 19 日から 52 年１月 17 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認した

が、申立人の氏名は見当たらない。 



  

申立期間②について、Ｂ事業所の責任者であったとされる者の証言から、勤務

期間は特定できないが、申立人が当該事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、前述の責任者は、「入社当初、３か月間は試用期間であり、給与から

の保険料控除は無かった。３か月後に正式採用していた。」と証言している。 

また、Ｄ事業所（Ｂ事業所の後継事業所）に照会したが、申立人に係る人事記

録等の資料は無いと回答しており、申立人に係る厚生年金保険の適用及び保険料

控除の状況について確認できる関連資料を得ることはできなかった。 

さらに、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は確認ができない。 

なお、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭和 59 年３

月 21 日から同年９月 25 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、

申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1124 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月から 22年４月まで 

社会保険事務所（当時）で年金記録の確認をしたところ、戦時中から勤務し

ていたＡ事業所の被保険者記録が無かった。Ａ事業所には、父と兄が勤務して

いたことから転職した。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ｃ県のＡ事業所に勤務していた複数の同僚が申立人の氏名を記

憶していることから、申立人が当該事業所に勤務していたことはうかがわれる。 

しかし、事業所名簿から、Ｂ県におけるＡ事業所が厚生年金保険の適用事業所

でなくなったのは、昭和 20 年６月 20 日であることが確認でき、Ｃ県におけるＡ

事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、22 年１月１日であることが確

認できる。 

また、Ｂ県におけるＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、当該

事業所の最後の被保険者の資格取得日は、申立期間より前の昭和 20 年２月 10 日

であることが確認できる。 

さらに、Ｃ県におけるＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 22 年１月１日から同年７月

20 日までに被保険者資格を取得した者の記録を確認したが、申立人の氏名は見当

たらず、上述の同僚に申立人の勤務期間について照会したが、いずれの同僚も申

立人の勤務期間については記憶していなかった。 

加えて、Ａ事業所は既に厚生年金保険の適用事業所となっていないこと、当該

事業所のあったＢ県及びＣ県の地域を管轄する法務局において、Ａ事業所という

名称での商業登記は確認ができないこと、及びオンライン記録から、申立期間当



  

時の事務担当者は既に死亡していることが確認できることから、申立期間当時の

厚生年金保険の適用、保険料控除の状況について証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1125（事案 233の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年５月 27日から 26年１月 16日まで 

申立期間について、Ａ事業所の船員保険被保険者であったことを認めてほし

いとして申立てを行い、記録訂正を認めることはできないとの通知を受けたが、

申立期間当時の同僚６人が調査に協力することを約束してくれたので、再度調

査を行い、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間に係る船員保険料を事業主に

より控除されていたことを確認できる給与明細等の関連資料が無いこと、ⅱ）Ａ

事業所に係る船員保険被保険者名簿の記録から、申立期間において申立人の記録

が確認できないこと、ⅲ）Ｂ県内の適用事業所に係る船員保険被保険者のうち、

申立人と生年月日が同一の被保険者を確認したが、申立人の申立期間に係る被保

険者記録は見当たらないこと等の理由により、既に当委員会の決定に基づく平成

20年 11月 28日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回申立人が挙げた同僚６人の中の一人の証言及び船員手帳の記録により、申

立人が申立期間にＡ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該同僚からは、申立期間における申立人の船員保険の加入状況につ

いて確認できる証言を得ることができず、申立期間当時のＡ事業所の船員保険の

適用及び保険料の控除に係る新たな資料もないことから、委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情は見当たらないことから、申立人は船員保険被保険者として申立期

間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはでき

ない。 



  

静岡厚生年金 事案 1126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年６月１日から 35年１月 28日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立

期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

しかし、Ａ事業所に勤務していたことは確かなので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録（年金記録）の訂

正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の事業主（申立期間当時の事業主の息子）が、申立人が勤務していた

ことを記憶していることから、勤務した時期は特定できないものの、申立人が当

該事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、申立期間においてＡ事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

る複数の元従業員に聴取したが、申立人が勤務していたことを記憶している者は

いなかった。 

また、Ａ事業所の事業主は、「申立人の勤務期間は、昭和 40 年以降の１、２

か月の短い期間であったと記憶している。父親が事業主であった期間は２、３か

月の試用期間を設けていたので、申立人は厚生年金保険に加入しなかったと考え

る。」と回答している。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 33

年８月１日から 36 年４月１日までに被保険者記録を取得した者の記録を確認し

たが申立人の氏名は見当たらないほか、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票において、Ａ事業所の事業主が、申立人が勤務していたとする期間を

含む、39 年 11 月 26 日から 45 年３月 17 日までに被保険者記録を取得した者の記



  

録を確認したが申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年５月から 32年９月まで 

社会保険事務所（当時）に、厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を得た。          

しかしながら、Ａ事業所には昭和 31 年５月から会社の敷地内にあった寮に

住み、継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言及び申立人が申立期間中のＡ事業所での出来事を詳細に記憶

していることから、申立人は、申立期間当時、当該事業所に勤務していたことが

推認できる。 

しかし、申立人が申立人と同時期の昭和 31 年４月にＡ事業所に入社したとし

て氏名を挙げた同僚は、オンライン記録によれば昭和 35 年６月 26 日に厚生年金

保険の被保険者資格を取得していることが確認できる上、Ａ事業所及び同じ建物

内にあったとされる関連事業所であるＢ事業所において申立期間前後に厚生年金

保険の被保険者資格を取得している複数の者に入社日を聴取したところ、回答の

あった入社日より後に、厚生年金保険の被保険者資格を取得している者が多数確

認できる。 

また、申立期間後にＡ事業所及びＢ事業所の総務部長であった者は、「当時、

現業の者は、入社後すぐに厚生年金保険に加入させていない者もいた。厚生年金

保険に加入させる時期については、個々に判断して決めていた。厚生年金保険に

加入させていない者の給与から厚生年金保険料の控除はしていない。」と証言し

ていることから、Ａ事業所では、必ずしも入社後直ちに厚生年金保険の被保険者

資格を取得させていたわけではなかったことがうかがわれる。 



  

さらに、Ａ事業所は既に解散し、厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、Ａ事業所の元役員から、「申立期間当時、厚生年金保険を含む社会保険の

適用は事業主が権限を有していた。」との証言を得たが、当該事業主は既に死亡

していることから、申立人についての厚生年金保険の適用、保険料控除について

確認することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から 21年５月７日まで 

Ａ事業所に勤務していた期間について、年金事務所に厚生年金保険の加入記

録について照会したところ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事

実は無い旨の回答を得た。 

給与明細書等は無いが、Ａ事業所に勤務していたことは事実であるので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 30 年４月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａ事業所は、「申立期間当時の書類が保管されておらず、申立期間当時

のことを記憶している者もいないため、当時の社会保険の取り扱いについては確

認できないが、申立期間当時は厚生年金保険の適用事業所ではないので、厚生年

金保険に関する事務処理を行っていないと思われる。」と回答している。 

さらに、申立人は申立期間当時の同僚について、氏名のうち姓しか覚えておら

ず、当該同僚を特定することができないため、申立人がＡ事業所に勤務していた

ことを確認できる証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


